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＜ 要　旨 ＞
本研究では、中小企業が新規顧客獲得による事業再構築を行うために、インクルーシブデ

ザインを活用した商品開発プロセスについて考察する。中小企業経営において、外部環境の
変化は事業の継続ないし企業の存続に大きく影響を及ぼす可能性がある。そのため中小企業
は、今後も激変する外部環境に対応するために、抜本的に事業を見直し、事業を再構築して
いくことが必要である。そこで、新たに専門分野の知識を獲得するのではなく、従来の商品
開発のデザインプロセスを見直し、自社の培ってきたノウハウを活かした新商品を開発する
デザインプロセスとしてインクルーシブデザインの活用に着目する。

以上を踏まえて、本研究において「企業は視野をより広げて、既存事業から排除されたユ
ーザーのニーズを把握し、企業側の目標とユーザー側のニーズを一致させ、ビジョンを作り
出す。ユーザーと共に商品について話し合いと改良を重ね、その結果が試作品となる。試作
品に対してユーザーからの素早いフィードバックがあることで、次のビジョンが明確になり、
従業員のモチベーションが向上する。そのフィードバックと改良を繰り返すことにより、ユー
ザーのニーズに沿った商品が完成する。そのため、既存事業から排除されたユーザーと同じ
ようなニーズや悩みを持つ人がこの商品に興味を持ち共感する。そして、自分のニーズを満
たす商品かもしれないと考え、実際に購入し商品を使用する。それによって、自分のニーズ
が満たされ、新たな（顧客）体験ができることから、この商品を共有したいと感じる。した
がって、既存事業から排除されているユーザーのニーズを体現化した商品を、その商品に共
感した人が購入することによって、新規顧客の獲得につながるのではないか。」という仮説を
立て、研究を行った。

実態調査では、公益財団法人日本デザイン振興会の「グッドデザイン賞」を調査対象母集
団として対象企業を選定した。その中で、①インクルーシブデザインを取り入れていて、②
既存事業において対象としていなかったニーズ・属性を持つ顧客層を対象とする市場にチャ
レンジしており、③顧客層が変化した、と考えられる中小企業に実態調査を実施し、得られ
たデータから一致法によって命題を抽出した。

抽出した命題から、新規顧客獲得による事業再構築を行う手段として、目標設定理論のフ
レームワークとSIPSモデルを結合した「インクルーシブデザインを活用した新規顧客獲得の
ための商品開発プロセスモデル」を提案する。さらに、専門機関にモデルの評価を依頼し、
検証を行うことでモデルの精緻化を図った。

中小企業の新規顧客獲得による事業再構築
―定性的実証研究によるインクルーシブデザインを活用した

商品開発プロセスモデルの提案―
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第1節　「事業再構築とインクルーシブ
　　　　デザイン」に対する問題提起

1-1　「事業再構築とインクルーシブデザイン」

　　  に対する問題提起と研究背景

外部環境の変化による影響を受けやすい中

小企業経営においては、外部環境の変化は事

業の継続ないし企業の存続に大きく影響を及ぼ

しかねない。中小企業は、今後も激変する外部

環境に対応するために、抜本的に事業を見直し、

事業を再構築していくことが必要となるといえ

る。事業再構築を行う中小企業の約6割は、「新

たな製品等で新たな市場に進出する（新分野

展開）」を実施しており、新たな顧客の獲得を

目指しているといえる。

しかしながら、経営資源の乏しい中小企業経

営においては事業再構築を行うにあたり大きく

2つの課題に直面している。大阪府商工労働部
1

の調査によると、1つに「事業推進を任せられ

る人材の不足」が挙げられ、もう1つに「既存

1　大阪府商工労働部（大阪産業経済リサーチ & デザインセンター）（2023）「事業再構築に挑む中小企業の現状と課題」より。
2　英国規格協会（BSI）は、インクルーシブデザインを「特別な適応や特殊な設計を必要とせずに、合理的に可能な限り多くの人がアクセスでき、
　 使用できる主流の製品またはサービスの設計」と定義している（英国規格協会 HP より）。

事業とは異なる専門分野の知識の不足」といっ

たノウハウの不足が挙げられている。本稿で実

施したインタビュー調査においても、新たな商

品づくりにおいて「専門分野への知識の不足」

があったことが課題としてあげられた。

そこで、我々は中小企業の事業再構築として

自社の商品開発段階のデザインプロセスの見直

しによる新商品開発に着目する。中小企業は、

新たな分野の専門的な知識が乏しいだけでな

く、経営資源が限られているため、新しい分野

の商品開発は大きなリスクを伴うことになる。

そのため、新たに専門分野の知識を獲得するの

ではなく、従来の商品開発のデザインプロセス

を見直すことで、自社の培ってきたノウハウを

活かした新商品を開発することが望ましい選択

といえるだろう。選択肢の中で我々は、従来と

変わるデザインのプロセスとして「インクルー

シブデザイン
2

」に着目する。

インクルーシブデザインは、ユニバーサルデ

ザインの派生として生まれたデザインのことで

第 １ 節　「事業再構築とインクルーシブデザイン」
               に対する問題提起
　１-１　「事業再構築とインクルーシブデザイン」
　　　　　に対する問題提起と研究背景
　１-２　「事業再構築と商品開発プロセスの見直し」
               に関する先行研究調査と学術的意義
第 ２ 節　研究概要
　２-１　仮説の検討
　２-２　「目標設定理論」と「SIPSモデル」による事業
　　　　　再構築を行う中小企業の新規顧客獲得
　２-３　フレームワークの選定理由

　２-４　インタビュー調査の実施内容
第 ３ 節　インタビュー調査に基づくデータ収集と分析結果
　　　　　　：一致法による命題抽出
第 ４ 節　「インクルーシブデザインを活用した新規顧客
　　　　　獲得のための商品開発プロセスモデル」の概要
　４−１　「インクルーシブデザインを活用した新規顧客獲得
　　　　　 のための商品開発プロセスモデル」の提案
　４−２　「インクルーシブデザインを活用した新規顧客獲得
　　　　　 のための商品開発プロセスモデル」の検証
第 ５ 節　今後に向けた研究課題
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あり、ロンドンのロイヤルカレッジ・オブ・ア

ートのロジャー・コールマン教授が1994年に

初めて用いた。平井（2014）は、インクルーシ

ブデザインを「サービスや製品の対象とするグ

ループについて、できるだけ多くのユーザーを

包含し、かつ利益や顧客満足というビジネス目

標に対し有効なデザインを目指す考え方」と評

価している。インクルーシブデザインとユニバ

ーサルデザインは共通の理念
3

を持つことから

同一視されるが、大きな違いは、そのアプロー

チにある。平井（2017）は、ユニバーサルデザ

インは、ガイドラインとも呼べる7つの原則
4

が

あり、それを満たすようなデザインであること

に対し、インクルーシブデザインはガイドライ

ンがなく、コ・デザイン（共同デザイン）で、

最初から多様なステークホルダーに関わっても

らうデザインであると指摘している。多様なス

テークホルダーについて塩瀬（2014）は、高齢

者や障がいのある人をあげているが、マイノリ

ティユーザーのためのデザインを目指すのでは

なく、多様なユーザーの手に渡るような製品・

サービスの開発を目指すものであると説明して

いる。また、インクルーシブデザインを「フレ

ームを突き崩すような気づきとの出会いによっ

て、技術者やデザイナーの持つ専門知識や経

験がより活かされるものと期待される」と指摘

している。これは、既存の商品・サービスにお

いて対象としてきたユーザーではなく、潜在的

なユーザーにアプローチできることを示唆して
3　ジュリア・カセムによると、インクルーシブデザインとユニバーサルデザインの共通の理念は「デザインは、人々が参加できる、つまり『インク
     ルージョン（inclusion）』（包含）するためのツールであって、社会参加できない、つまり『エクスクルージョン（exclusion）』（排除）するもので
     はあってはならないという目標である。」とのことである。
4　原則１：誰にでも公平に利用できること、原則２：使う上で自由度が高いこと、原則 3：使い方が簡単ですぐにわかること、原則４：必要な情報
    がすぐに理解できること、原則５：うっかりミスや危険につながらないデザインであること、原則６；無理な姿勢をとることなく、少ない力でも
    楽に使用できること、原則 7：アクセスしやすいスペースと大きさを確保すること。（ジュリア・カセム、平井康之、塩瀬隆之、森下静香、水野大二郎、
    小島清樹、荒井利春、岡崎智美、梅田亜由美、小池禎、田邊友香、木下洋二郎、家成俊勝、桑原あきら（2014）『インクルーシブデザイン　社会の
    課題を解決する参加型デザイン』学芸出版社、p.56 より）。

いるといえる。これより、インクルーシブデザ

インは、中小企業が培ってきたノウハウを一歩

前進させることに期待ができ、事業再構築を行

う上で、懸念されるノウハウの不足といった課

題を解決できると考えた。

1-2　「事業再構築と商品開発プロセスの見直し」

        に関する先行研究調査と学術的意義

多くの企業が、事業再構築に様々な形で取り

組んでいる。その取り組みを対象に、新規事業

の開発や、組織内の制度・体制を再構築した過

程について調査した研究が散見される。日本企

業における事業再構築の必要性を示した論文も

多くある。今口ら（2006）は、グローバル競争

の激化という環境要因により長期にわたり業績

が低迷することや、業績の赤字などから事業の

見直しがはかられているとしている。さらに、

橋本（2021）は後継者問題、ESG目標の達成

への対応が既存事業の競争力を弱体化させ、

事業継続を危うくすることから、事業の再構築

を迫られているのだと示した。企業が取り組ん

でいる事業再構築の内容についても分析がなさ

れている。今口ら（2006）によれば、日本では

組織構造や財務構造、グループ経営体制、経

営方針の再構築をはかる傾向があることがわか

った。また事業再構築をした結果、顧客層が変

化した企業が多いことも示されている。事業再

構築に対し社員は特に抵抗が少なく、事業再構

築の成果が得られている企業は約６割を占めて
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おり、一定の成果が見込まれることを示してい

る。

商品開発のプロセスやその見直しについての

論文も多く散見される。内木ら（2010）は、商

品開発過程において、現地調査などから得た多

角的な視点の情報を活用することで、様々な特

徴を取り入れた商品の開発ができると示した。

畑（2017）の研究では、大手企業の下請けか

らの脱却事業として開発方法を改め、ユーザー

から多くの提案を取り入れた自社製最終商品事

業を進めた結果、同社の売上の約50％を占め

るほどに成長した企業の存在が確認できた。小

川（2019）によれば、消費者が製品に接触
5

で

きることは、改良アイデアの創出につながると

分かった。また特定の一人に対象を絞った製品

を広いユーザーにも利用できるよう、エキスパ

ートレビュー
6

を取り入れて製品をデザインする

ことで、製品の対象を広げる知見が得られると

述べている。

以上のことから、事業再構築の取り組みと商

品開発プロセスについてそれぞれ学術的な関心

があり、部分的な要素で関連する研究はいくつ

かあるものの、それらを結びつけた研究は筆者

の見る限りでは発見できず、十分に研究されて

いないと考えられる。また、社内での商品開発

プロセスにのみフォーカスを当てた研究はいく

つかあるが、同論文内で開発後の商品が消費

者にどう届くか、その後の行方も検討している

研究は見当たらない。さらに、事業再構築で顧

客層が変化したことが示されている論文は存在

するが、それを商品開発プロセスやインクルー
5　ここでいう接触とはハプティック知覚をさす。ハプティック知覚とは消費者が自らの手で自由に対象物に触れることで得られた知覚のことであ
     る。製品の接触の有無によって製品評価の結果に影響を及ぼすといわれている。
6　ユーザーとの接触が多い専門家に訪問やインタビューを繰り返し行う手法。
7　 2 つのフレームワークについては、2-2、2-3、図 1 を参照。

シブデザインを活用したことと結びつけている

論文も筆者は確認できなかった。したがって、

本研究は、新規顧客獲得による事業再構築と

商品開発プロセスにインクルーシブデザインを

用いることを結びつけた仮説を、２つのフレー

ムワーク
7

を使って立証したことに学術的意義

があるといえる。

第2節　研究概要

2-1　仮説の検討

以上を踏まえて、本研究において「企業は視

野をより広げて既存事業から排除されたユーザ

ーのニーズを把握し、企業側の目標とユーザー

側のニーズを一致させ、ビジョンを作り出す。

ユーザーと共に商品について話し合いと改良を

重ね、その結果が試作品となる。試作品に対し

てユーザーからの素早いフィードバックがある

ことで、次のビジョンが明確になり、従業員の

モチベーションが向上する。そのフィードバッ

クと改良を繰り返すことにより、ユーザーのニ

ーズに沿った商品が完成する（以上、仮説の前

半）。そのため、既存事業から排除されたユー

ザーと同じようなニーズや悩みを持つ人がこの

商品に興味を持ち共感する。そして、自分のニ

ーズを満たす商品かもしれないと考え、実際に

購入し商品を使用する。それによって、自分の

ニーズが満たされ、新たな（顧客）体験ができ

ることから、この商品を共有したいと感じる。

したがって、既存事業から排除されているユー

ザーのニーズを体現化した商品を、その商品に

共感した人が購入することによって、新規顧客
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の獲得につながるのではないか（以上、仮説の

後半）。」という仮説構築に至った。

2-2　「目標設定理論」と「SIPSモデル」による

        事業再構築を行う中小企業の新規顧客獲得

  本研究に使用した1つ目のフレームワーク「目

標設定理論」は、1968年にアメリカの心理学

者エドウィン・ロック、ゲイリー・レイサムが

論文で提唱したモチベーション（動機づけ）理

論である。このフレームワークでは長期にわた

る目標達成の動機づけには短期的な小目標を設

定することが望ましいとしている。また、結果

の知識（以下、フィードバック）が存在するこ

とで目標を調整してパフォーマンスが向上する

ことが示されている。

もう一つのフレームワーク「SIPSモデル」
8

は、

㈱電通の「サトナオ・オープン・ラボ」が2011

年にソーシャルメディアに対応した生活者消費

行動モデル概念として発表した概念である。こ

のフレームワークは企業が発信した情報や商品

8　学術的有効性の面において不十分であると危惧したため、先行研究レビューの実施により学術的有効性の有無を確認した。下總（2019）では SNS
    上で集客を呼びかけるイベントに対して SIPS モデルを用いてターゲットの行動を分析している。また、醍醐ら（2022）では、SIPS に基づいて質
    問票を作成し研究を行っている。これらより、SIPS モデルは十分に学術的有効性があるといえる。

に対して消費者が「共感（Sympathize）」し、

自分にとって有益であるかを「確認（Identify）」

する。ソーシャルメディア上で知人に教えるこ

とで企業の販促活動に「参加（Participate）」

していく。そして、この参加によって情報が無

意識のうちに自分と繋がりのある人に「共有・

拡散（Share・Spread）」され、さらなる共感を

生み出していくことを示している。

筆者は、仮説の前半において目標設定理論、

仮説の後半においてSIPSモデルを用いて分析

を行った。

そして、目標設定理論の「社内で商品を開発

する」ことと、SIPSモデルの「社外に対して

商品を広めていく」という2つのフレームワー

クを「商品」を接点にして結合させた（図1）。

目標設定理論での目標を具現化させたものが商

品であり、SIPSモデルではその商品を軸に消

費者の共感を得る。したがって、これら2つの

フレームワークは結合が可能であるといえる。
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2-3　フレームワークの選定理由

本研究において目標設定理論とSIPSモデル

以外にも使用を検討したフレームワークがいく

つかある。

まず、仮説の前半の候補に挙がったフレーム

ワークはゴール設定理論
9

である。ゴール設定

理論は、ゴールの設定とフィードバックによっ

てモチベーションとパフォーマンスを高める理

論であり、目標を設定するという点では本研究

の仮説と合致している。しかし、目標設定理論

のような短期的な小目標がない。したがって、
9　 ゴール設定理論とは、1960 年代からエドウィン・ロックを中心に研究が行われた理論であり、目標設定理論はゴール設定理論を発展させた理論
      である。
10　AIDMA モデルは、1920 年代にサミュエル・ローランド・ホールが提唱したモデルであり、注意（Attention）→興味（Interest）→欲求（Desire）
     →記憶（Memory）→行動（Action）から構成されていたモデルである。
11　AISAS モデルは、㈱電通が提唱したモデルであり、AISAS は、注意（Attention）→興味（Interest）→検索（Search）→行動（Action）→共有
      （Share）から構成されたモデルである。

ターゲットからの素早いフィードバックによっ

て小目標を改善し、次の小目標を設定するとい

う点から、本研究では目標設定理論を選定した。

仮説の後半部分において候補に挙がったフ

レームワークは、AIDMAモデル
10

とAISAS
11

モ

デルである。AIDMAモデルは、情報発信する

企業側とそれを受ける消費者側と分かれてお

り、AISASモデルでは企業と消費者が互いに

関与し合う関係へと変化している。しかし、我々

は企業が完成させた商品に対しての共感とそれ

を他の消費者に共有することが重要だと考え

図1　目標設定理論とSIPSモデルを結合させた研究概念図

（出所：筆者作成）
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た。また、その方法としてSNSが有効であると

判断したため、SIPSモデルを選定した。

以上より、目標設定理論とSIPSモデルを用

いて分析を行うこととした。

2-4　インタビュー調査の実施内容

本研究では、研究手法として定性的実証研

究を用いた。本研究において提示した仮説を実

証するのに必要な質的データを得るため、イン

クルーシブデザインを用いて商品開発を行った

中小企業に対して半構造化インタビューを実施

した。公益財団法人日本デザイン振興会が運

営を行う「グッドデザイン賞」を調査対象母集

団とし、2022年から過去20年分の中で、受賞

した商品から企業を選定した。選定にあたり、

キーワード（表1）を入れて検索し、グッドデ

ザイン賞受賞時の詳細や審査員の講評などから

判断した。また、企業のWebサイトやインター

ネット記事等も取り組み内容判断のために活用

した。

形成した母集団の中で、①インクルーシブデ

ザインを取り入れていて、②既存事業において

対象としていなかったニーズ・属性を持つ顧客

層を対象とする市場にチャレンジしており、③

顧客層が変化したと考えられる中小企業（表2）、

を調査対象の要件定義とし、適応している企業

を調査対象企業として母集団から抽出した。イ

ンタビュー調査を実施したのは、以下の企業8

社である（表3）。

表1　グットデザイン賞での検索キーワード

表2　調査の要件定義に当てはまると判断した企業

（出所：筆者作成）
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表3　インタビュー調査企業リスト

（出所：（株）東京商工リサーチ企業情報から筆者作成）
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第3節　インタビュー調査に基づくデータ収集
　　　　　と分析結果：一致法による命題抽出

質問項目は、本研究の分析に採用したフレー

ムワーク「目標設定理論」と「SIPSモデル」

に沿う形で作成した。また、インタビュー調査

から得られた定性的データを基に、一致法

（method of agreement）により命題を抽出した

（表4）。一致法とは、企業のインタビュー調査

データを比較し、そこに共通する要因を探り、

共通の結果をもたらした要因を推論する分析方

法である。命題抽出にあたり、参考にした企業

の事例を以下で示す。なお、下線を付記した部

分が一致法により抽出された命題である。

まず、多くの企業は、事業開始段階で、イン

クルーシブデザインについて認識していなかっ

た。多くは、事業がインクルーシブデザインで

あるという認知ではなく、ユニバーサルデザイ

ンであると認知していた（質問：きっかけ①）。

C社は、開発当時インクルーシブデザインとい

う言葉に馴染みがなかったため、ユニバーサル

デザインと認識して事業を行った。

事業にインクルーシブデザインを取り入れた

理由については、下請けを脱却し、自社ブラン

ドの商品を製作することが挙げられる（質問：

きっかけ②）。H社は、リーマンショックで大き

く下落した売上を取り戻すために、自社商品を

開発し下請けから脱却したいと考え、新しい手

法での事業を始めた。

ここで、既存事業から排除されていたユーザ

ーのニーズは、直接、または仲介人から依頼が

あったことで、企業が認知したことが調査で確

認された（質問：ニーズ／目標③）。ここでの

仲介人とは仕事関係の知人や親族が当てはま

る。G社では、納品先のニーズについてデザイ

ナーを介して認知し、依頼されたことで事業が

スタートした。

インクルーシブデザインを用いた事業の最終

目標は、ユーザーのニーズに応える商品または

サービスづくりをすることであった（質問：ニ

ーズ／目標④）。B社は、ニーズに応えることで、

ユーザーに生きていく上での幸せを感じてもら

うことを目標とした。E社では、ユーザーのニ

ーズとして既存商品に対する感覚的な使いにく

さを払拭してほしいという意見があり、それに

応えるような商品開発を行った。

ターゲットユーザーのニーズを満たすため

に、最も力を入れた部分については、ユーザー

のイメージを体現化することが挙げられる（質

問：パフォーマンス／試作品⑤）。A社は、作

り手である障がい者ユーザーの優れた感覚や言

葉に着目し、可能な限り再現しようと試みた。

そして作成された試作品に対して、ターゲッ

トユーザーから、言葉で表現するのが難しいよ

うな感覚をできるだけ言葉に置き換えてもらっ

たり、反応を言語化したりして改善点を検討し

た（質問：パフォーマンス／試作品⑥）。D社は、

まずユーザーに体験してもらい、使った時の反

応を伺い、改善点を検討した。

ターゲットユーザーの導入から、商品の完成

までの期間については、短いもので半年、長い

もので8年と様々で、扱う商品や、ターゲット

ユーザーが納得し企業が実際に商品化できると

判断するまでの期間によると確認できた。（質
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問：製品⑦）。G社は、消費者が自社商品を安

全に使用できるようにと検証と改良を繰り返

し、長い時間をかけて安全かつ利便性のある商

品開発を行った。

インクルーシブデザインを活用した商品開発

を通して、ユーザーのニーズに沿うものができ

たという成功体験やユーザーから直接もらえる

意見が従業員のモチベーションの向上に繋がっ

た（質問：満足⑧）。E社の従業員は、自社の

商品を使ってもらえたことに喜びを感じた。も

ともとの事業でユーザーから意見をもらうこと

がなかったF社は、インクルーシブデザインを

活用した商品開発ではユーザーの意見を直接

得られたことで、従業員のモチベーションが向

上した。

商品完成の際、ターゲットユーザーは、自分

のニーズに寄り添ってくれた良い商品であると

満足した（質問：満足⑨）。H社のユーザーは、

自分が望んでいた商品がやっと形になったと泣

いて喜んだ。

インクルーシブデザインを取り入れるにあた

っての課題は、既存商品よりも細部にこだわる

ため価格が高くなることである（質問：結果⑩）。

A社は、より価格の安いものが求められる世の

中で、価格の高い自社の商品をどのように販売

していくのかが課題であるとした。

しかし、多くの企業は、他の商品との差別化

をしつつ、汎用性のある商品を提供したことで

課題を克服した（質問：結果⑩-1）。C社は、

デザイン・機能・特許取得等で他社と差別化を

図り、かつ比較的多くの人が使いやすいデザイ

ンの商品を試行錯誤して作り上げた。

今後もインクルーシブデザインを取り入れた

事業を行う可能性があるかについては、新事業

として行う可能性が大いにあることが確認され

た（質問：結果⑪）。この命題は８社中８社に

当てはまっており、どの企業もインクルーシブ

デザインに対して良い印象を感じていることが

わかる。G社は、既にインクルーシブデザイン

を用いた事業を進めている。

インクルーシブデザインの商品は、メディア

やイベントを通して触れてもらうことで、共感

を獲得した（質問：共感⑫）。H社では、積極

的にイベントを行い、ユーザーに直接試しても

らうことで共感を得た。

ターゲットユーザー層以外でどのような顧客

が印象に残っているかについては、高齢者や子

供など、一般消費者層が印象的だったことが挙

げられる（質問：共感⑬）。C社の商品は、メ

ディアなどを通して、本来のターゲット層だけ

ではなく一般消費者にも商品が広がっていっ

た。また、G社の商品も、想定していなかった

一般消費者のニーズと合致し、共感された。

さらに、 購入希望者が商品の情報を集めやす

くするために、自分自身で商品を確かめること

ができる場を設けて販売や展示を行った（質問：

確認⑭）。E社は、展示会に商品サンプルを用

意し、多くの人が情報を集めやすい環境づくり

を行った。

購入者が購入を決断したポイントについて

は、他の商品にはない商品自体の良さが購入を

促したことが挙げられる（質問：確認⑮）。A

社は、ターゲットユーザーの導入で生まれた使

い心地の良さや商品そのものの良さが購入の決
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め手になったと回答した。

購入希望者がこの商品を購入しやすくするた

めには、購入者がより商品を身近で簡単に購入

できるようにした（質問：参加⑯）。E社は、ネ

ットでの限定販売を経て店頭販売を行い、より

多くの顧客が購入できるようにした。F社は、

展示会の参加や複数のオンラインショップで販

売し、より身近なものであるとアピールした。

加えて、購入者がこの商品の共有・拡散を

行うために、SNSやメディアを通して使用者の

声を届けることを行った（質問：共有／拡散⑰）。

B社は、SNSを積極的に活用し、商品の魅力の

拡散を促した。H社は、実際にユーザーと一緒

に商品を使用し、その様子をSNSで共有した。

実際に商品は、メディアやSNSなどの購入

者の声で共有・拡散された（質問：共有／拡

散⑱）。A社では、グッドデザイン賞の受賞も

あり、メディアでの拡散が大きな反響となった。

インクルーシブデザインを用いた事業を行っ

たことで、顧客層がどのように変化したかにつ

いては、既存の顧客層だけでなく、異なる顧客

層も獲得できるようになったことが挙げられる

（質問：新規顧客の獲得／売上への影響⑲）。A

社では、ターゲットユーザー層のほか、高級志

向の顧客を獲得した。G社には、商品開発のス

トーリーに共感した新たな顧客がつき、リピー

ターも一定数できた。

インクルーシブデザインを用いた事業業績や

企業価値の影響として、多くの企業は、社員の

モチベーションなどの社内価値が向上し、認知

度や知名度などの外部への企業価値も向上し

たと回答した（質問：新規顧客の獲得／売上へ

の影響⑳）。Ｆ社では、インクルーシブデザイ

ンを活用した商品をきっかけに、企業の認知度

が向上したことで、既存商品の売上も伸びた。

G社は、インクルーシブデザインを用いたこと

によって、ブランドの認知度が向上し、他企業

との差別化ができるようになった。多くの企業

が、インクルーシブデザインを用いた事業の売

上よりも社内価値や企業価値の向上を強く実感

したと述べている。
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表4　企業に対する質問項目と一致法による分析から抽出された命題一覧

目標設定理論
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SIPS

（出所：インタビュー調査から得られた定性的データを参考に筆者作成）
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第4節　「インクルーシブデザインを活用した
               新規顧客獲得のための商品開発プロセス
              モデル」の概要

4-1　「インクルーシブデザインを活用した新規顧客

        獲得のための商品開発プロセスモデル」の提案

ここでは、インタビュー調査データの分析か

ら抽出した命題をもとに「インクルーシブデザ

インを活用した新規顧客獲得のための商品開発

プロセスモデル」を提案する（図２）。このモ

デルは、事業再構築のために新分野展開を目標

とする企業に対して、多様なステークホルダー

がデザイン設計に加わり企業と共同し、これま

でにない商品やサービスを作り上げることで、

新規顧客を獲得し企業価値を向上させることを

目的としている。本研究の商品開発プロセスモ

デルでは、自社のノウハウを使うことから従来

の商品開発と大きな時間の差異はない。しかし

ながら、このモデルの始点となる「ユーザーの

ニーズの感知」には時間がかかる可能性がある

ため、中小企業は外部環境に対する視野をより

広げていく必要がある。

図２　インクルーシブデザインを活用した新規顧客獲得のための商品開発プロセスモデル

（出所：筆者作成）
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モデルについて、具体的な流れを説明する。

第一に、既存の事業では満足していないユーザ

ーのニーズを消費者からの声や様々な機会に介

入することで感知し、そのステークホルダーに

デザイン設計の協働を申請する必要がある。こ

れにより、事業転換へ向かう企業の目的とステ

ークホルダーのニーズが新たな目標となって一

致する。

その後、企業による試作品の作成とステーク

ホルダーによる試作品へのフィードバックが繰

り返されることで、実際にその商品やサービス

を受け取る消費者のニーズに沿った商品やサー

ビスが完成する。この際に、ステークホルダー

による新たなフィードバックを体現化するため

に、企業がこれまでの自社の技術を駆使するこ

とが重要である。

このようにして完成された商品やサービス

は、ステークホルダーと同じようなニーズを抱

えていた消費者だけでなく、潜在的なニーズを

抱えていた消費者からも購入される。インタビ

ューを行った企業も、初期段階では想定してい

なかった消費者層からも購入された、と回答し

ている。これより、ステークホルダーだけでな

く多くの新規顧客を獲得できる事業によって新

市場へと展開することができる。

さらに、購入した消費者たちがクチコミや

SNSで共有・拡散することによって、さらに多

くの潜在的ユーザーに商品やサービスの情報が

届き、最終的には企業の認知拡大による企業価

値の向上に繋がる。実際にインタビューを行っ

た企業も、これまで解決されていなかった消費

者の悩みを解決する商品を提供できる企業であ

る、という新たな付加価値によって認知度が向

上したと回答している。

企業がステークホルダーを巻き込み協働でデ

ザイン設計を行い、企業とステークホルダーが

同じ目標に向かって事業に取り組むことでイノ

ベーションの創出が可能となるため、よりステ

ークホルダーのニーズを反映した商品やサービ

スを提供することができる。それによって、既

存事業とは異なる消費者層を獲得することがで

き、新市場への展開が可能となる。さらに、そ

の商品に対する消費者の共有や拡散を通じて、

より多くの人たちに企業の名が認知され企業価

値も向上する。

このように、目標設定理論とSIPSモデルを

結合させた「インクルーシブデザインを活用し

た新規顧客獲得のための商品開発プロセスモ

デル」が構築されることにより、新たなデザイ

ンプロセスと自社の技術を活かして新市場への

展開を達成し、企業価値を向上させることがで

きると考えられる。

一方で、インタビュー調査では企業の意図し

ない事例もあった。例えば、インクルーシブデ

ザインを活用した商品について、メディアが本

来の意義とは異なった情報で紹介したために、

企業として納得のいかない形で認知されてしま

った事例があった。ステークホルダーの優れた

感性を取り入れたこれまでにない事業であるの

に対し、障がいのある方と協働したという社会

的貢献を行った事業であると紹介されてしま

い、経営者が腑に落ちないと感じたようだ。こ

の事例から、メディアを通して事業を紹介する

際には、なるべくわかりやすく、かつ明確にイ
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ンクルーシブデザインプロセスの意義を伝える

必要があるといえる。

4-2　「インクルーシブデザインを活用した新規顧客

         獲得のための商品開発プロセスモデル」の検証

ここでは、本研究において提案したモデルを

検証することによって、精緻化を図ることを目

的とする。本来であれば、インクルーシブデザ

インを活用して商品開発を行っていない中小企

業に当該モデルを適用すること（概念実証、

PoC（Proof of Concept））により、モデルの再

現性を高めることが必要である。しかし、時間

的制約のもとではモデルのPoCの実施が困難で

ある。したがって、㈱STYZ
12

の経営幹部にモ

デルの検証を依頼し、モデルに対する御意見を

いただいた。経営幹部からは、飽和された市場

においてインクルーシブな観点から気づきや洞

察を得ることは、中小企業において今後さらに

重要視されることであるという点から、インク

ルーシブデザインを活用することによって事業

再構築を行う中小企業が提案したモデルを適

用することが可能であるとの回答をいただい

た。一方で、モデル内で非財務的価値より小さ

く表記されている財務的価値（売上の上昇）に

ついて、社内と社外でのインクルーシブデザイ

ンに対する認識を近づけ、マーケティング方針

の検討プロセスにより売上につなげる必要があ

るとの回答をいただいた。したがって、本研究

で提案したモデルは適用可能ではあるが、売上

の上昇については今後さらなるモデルの精緻化

が必要であるといえる。

12　同社は、企業課題と社会課題の解決を共に目指す『インクルーシブデザイン＆エンジニアリング事業』を行っており、全国 3,000 以上の NPO・
      NGO のリレーションとともに、インクルーシブデザインの手法を用いて、企業における新規・既存事業のソーシャルインクルージョンを推進し
     ている。（同社 HP より）

第5節　今後に向けた研究課題

本研究の課題の１つ目は、調査対象母集団に

当てはまらない企業の補足ができていない点で

ある。本研究ではインクルーシブデザインを導

入していることに焦点を当てた母集団を見つけ

ることができず、グッドデザイン賞受賞企業か

ら母集団の形成を行った。そのためインクルー

シブデザインを導入している企業の母数を増や

すことができず、事例も少なくなってしまった。

さらに事例を増やすことができれば、より精度

の高い分析ができたといえる。2つ目は、企業

を選定する際に、中小企業の定義を量的基準に

偏ったことで、質的基準を考慮することができ

なかったことである。質的基準を考慮すること

で、モデルを提案する際に条件付けなどによる

具体的な中小企業のイメージを明示することが

できたと考えられる。3つ目は、モデルのPoC

を実施していない点である。モデルの検証は第

4節の4-2で行っているがPoCまではできてい

ないため、提案したモデルが企業で実用可能で

あるかを示せていない。

今後は、これらの課題を踏まえてさらにイン

タビュー調査を行い、中小企業により適応する

モデルの作成と実証、そしてモデルの精緻化と

実用化を目指したい。
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